
 

令和８年度事業計画 

１．事業方針 

 当協会は、公益法人としてより一層、社会的責任と社会貢献を果たすとともに、 

県内の地区食品衛生協会と連携し、食品衛生知識の普及啓発に関する事業、食品衛生 

指導等に関する事業、人材育成等に関する事業を積極的に推進し、食の安全・安心 

の確保に寄与する。 

 また、収入証紙廃止や会員確保に関する対応策等について種々検討協議する。 

 

２．令和８年度事業概要  

Ⅰ 公益目的事業   

(1) 食品衛生知識の普及啓発に関する事業 

  ①食品衛生月間事業 

食中毒の発生しやすい夏期に、県民に食中毒防止を呼び掛けるための事業

として、街頭や集客施設でのチラシや啓発グッズの配布等を県内各地で実施

する。また、保健所と連携した食品営業施設の巡回指導や手洗いマイスター

による手洗い指導を行うなど食中毒予防を図る。 

 ※食品衛生月間（８月） 

 

  ②ノロウイルス食中毒予防強化期間事業 

   ・ 冬期に多発するノロウイルスによる食中毒予防を呼び掛ける事業として、食

品等事業者や消費者に対する講習会や手洗いマイスターによる出前手洗い教

室を県内各地で実施する。 

   ・ 味覚の授業等を通じ児童生徒等に対する「大切な手洗い」の普及啓発を図る。 

    ※ノロウイルス食中毒予防強化期間（１１月～２月） 

 

③ＨＡＣＣＰによる衛生管理体制の推進 

    令和３年に食品等取扱事業者に対するＨＡＣＣＰによる衛生管理が義務付 

   けられ４年が経過しているが、未だに導入状況は十分とは言えない。 

    このため、ＨＡＣＣＰセミナー・グループワーク方式及び個別訪問指導等

を実施し、ＨＡＣＣＰの普及定着を推進する。 

 

④食品衛生情報提供 

ホームページ、Facebook、パンフレット等を活用した情報提供を行う。 

 

 ⑤食品衛生器材による啓発 

食品衛生に関するＤＶＤ、手洗いチェッカー等の啓発用器材を食品事業者

や消費者に無料貸し出しを行う。 

 

 



⑥食品衛生行政協力専門員による啓発普及事業 

    県の委託事業である食品衛生行政協力専門員による食品衛生指導員に対す

る研修会の実施や食品等事業者及び消費者等からの食品衛生に関する相談の

啓発普及事業を実施する。 

 

  ⑦九州ブロック宮崎大会の開催 

 ７月２日にシーガイアコンベンションセンターにおいて開催する。 

本大会では、指導員体験発表及び「食及びＨＡＣＣＰ」をテーマとした講演

会を開催し、食品衛生の推進に携わる九州各県市の協会会員の意識高揚を図

る。 

 

   

(2) 食品衛生指導等に関する事業 
 

食品事業者へのＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の制度化に伴い、「ＨＡＣＣＰ

の考え方を取り入れた衛生管理」の周知と小規模事業者に対するＨＡＣＣＰ導

入指導を積極的に実施するとともに、公衆衛生の向上及び県民の健康増進に寄

与するため、次の事業を実施する。 

 

  ①食品衛生指導員の研修会 

    ＨＡＣＣＰの制度化に伴い、「ＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理」 

（導入と振り返り検証）を飲食店等に指導できるよう演習に重点を置いた研 

修を行う。 

   

②食品衛生指導員による巡回指導及び相談事業 

食中毒が多発する 7～8 月及び 10～12 月を中心に保健所と連携し食品等取

扱施設を巡回し衛生管理状況の確認を行うとともに、「ＨＡＣＣＰの考え方

を取り入れた衛生管理」の普及啓発チラシを配布し、衛生管理計画の作成、

実施記録の記入等の助言指導を行う。 

 

③営業許可更新（継続）時調査指導事業 

    食品衛生法に基づく飲食店営業や各製造業等に対する許可更新時の調査指 

導事業を実施する。 

   
④自主衛生管理巡回指導事業 

    飲食店や菓子・食肉・魚介類販売業等に係る施設の衛生管理等について点 

検調査を行い、施設の自主衛生管理について指導する。 

    

⑤食品衛生事務事業 

       県内８保健所（宮崎市保健所を除く）に食品衛生事務職員８名を配置し、 

食品衛生行政に関する業務の補助及び食品衛生啓発活動や人材育成等に関す 

る業務を補助する。 

 



 (3) 人材の育成等に関する事業 
     

食品等取扱事業者及び従事者に関する十分な知識を習得させるために、法令

に基づく資格取得に必要な講習会等を実施する。 

 

①食品衛生責任者養成及び実務講習会   

②調理師試験準備講習会（８月） ※製菓衛生師試験準備講習会は令和５年度で終了 

③その他食品衛生知識普及のための研修会等 

 

Ⅱ その他の事業 

(1) 会員支援のための事業 

 

①各地区食品衛生協会と連携し、食品衛生法の改正に伴う新たな営業区分に対

応した食品営業賠償共済制度への対応と将来的に「あんしんフード君」を柱

とした共済事業への切り替え促進に積極的に取り組む。 

 

(2) 協会運営及び会員確保のための取組み 

 

①収入証紙廃止及びキャッスレス化導入への対応 

    県から令和１０年１２月末をもって収入証紙販売終了とクレジットカード

やスマホ決済等による支払方法を拡大する方針が示された。 

これにより、証紙売り捌き手数料の減収や会員確保の困難が想定されるため、

今後の対応策等について協議する。 

  

 


